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研究ノート
保護貿易理論の整理
小田 正雄
〔1〕序
周知のように，価格メカニズムが有効に働く諸条件が与えられると，自由貿易はパレー
ト最適をもたらし，一国（世界）の経済効率を最大にする。しかし，現実には独占あり，
外部経済（不経済）あり，賃金格差ありで内外市場は歪みにみちており，自由貿易にパレ
ート最適を期待することはできない。ここにセカンド・ベスト理論の適用としての保護が
登場する。 この点については， すでにバグワッティ・ラマスワミ〔3〕およびジョンソ
ン〔7〕によって整理がおこなわれ，一応の結論がえられている。だが，保護は内外市
場に歪みが存在ーする場合における経済的厚生の極大化という経済的な議論 (Economic
Argument for Protection)1)に限られるわけではない。非経済的 (Non-Economic)
な，たとえば輸入可能財の国内生産の確保とか，生産要素の完全利用とい-た目的を実現
するという条件の下における保護のあり方も，大きな実際的な問題である。バグワッティ
は最近の一連の論文〔1〕〔4〕で， この問題をとりあげているのであるが， 一国が関税
同盟を選好するかどうかもこのような非経済的な目的基準にてらして始めて説明が可能と
なる。
以上は経済的および非経済的な目的の静学的な側面に関するものであるが，これに対し
て両目的の動学的な側面を考えることができる。すなわち，経済的目的の幼稚産業の保護，
従って，習得過程(jf本蓄積）の保護，および非経済的目的の場合における資本蓄積のため
の最適関税である。これらを成長のための保護 (GrowthArgument for Pr~tection) 
としてとりあげる。なおその他に Non-Argumentfor Protection, つまり，，保護がそ
れに対する正しい対策でないことが明白な場合における保護（たとえば国際収支改善のた
めの保護）も考えられるが，考察に値しないと思われる。
他方，このような目的達成のための手段としては国際的なものとして， 関税（輸出・
入）補助金（輸出・入）政策，国内的なものに生産，消費および要素使用に対する課税・
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補助金政策がある。従ってある目的達成のためにいかなる政策が最適であるかが問題とな
る。以下，保護の議論のいくつかをこれら3つのカテゴリー，つまり EconomicObject-
ives(static), Non-Economic Objectives_ (static), およびG:rowthObjectives(Eco-
nomic, Non-Economic)に分け，その最適政策を整理する。いうまでもなく， Economic
Objectives (st;itic)な目的のために保護をおこなうという場合は非常にまれで， 一般的
には非経済的な諸目的達成のための保護であったり，低開発国にみられるような資本蓄積
と成長を促進するための保護である。保護の議論はより現実的な政策基準を導入して拡充
しなければならない。小論はそのための1つのノートである。
〔2〕 経済的な目的達成のための保護
最初に市場メカニズムを阻害する諸要因に対してセカンド・ベスト理論の適用として保
護を主張する静学的な議論を検討する。従って，封鎖，開放経済におけるバレート最適，
およびそれがいろいろな歪みのために実現されない場合における最適政策を明らかにする
ことがこの節のねらいである。
1)パレート最適
次の諸仮定2)をおく。 (a)2国（月国，世界）， 2財 (X, Y, X財はL集約的で輸入可能
財， Y財は K集約的で輸出可能財）， 2要素 (K,L), (b)一次同次の生産関数， (c)国際
的にも国内的にも財，要素の両市場で完全競争が実現される。従って独占，賃金格差およ
び価格の硬直性は存在しない。ただし要素は国際的に移動しない。 (d)要素の完全利用，
(e)well-behavedな社会的無差別曲線の存在。
いま要素存在量，生産技術および消費者の選好が与えられる．とき，封鎖経済でバレート
最適が実現するためには次の限界条件8)がみたされる必要がある。
, (a) 交換の限界条件：消費財の任意の一組の間の限界代替率 (MRS)が両財を消費す
る全ての個人について同一である一効率的配分
(b) 要素代替の限界条件：投入要素の任意の一組の間の技術的限界代替率が両要素を用
いる全ての生産者にとって同ーである一効率的生産
(c) 生産物代替の限界条件：両財の限界代替率が全ての消費者の間で互いに等しく，か
つこの共通の限界代替率が全ての生産における限界変形率 (MRT) に等しい一生産物間
の最適条件
これら 3つの限界条件は，厚生極大化のための必要条件であるが，それは消費者の効用
極大条件，生産者の利潤極大条件が市場における完全競争の結果えられる共通の価格を介
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して，パレート最適を成立せしめるということである。
以上の結果は Fig1に示されている。 Fig1で ABは要素 K, Lを用いて生産され
る財 X,yの生産フロンティア， Uは社会的無差別曲線である。
いうまでもなく，この国はY財に比較優位をもっている。
?
?
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Fig 1 
M 
封鎖経済における財価格比率は MMで示され，それはまた MRSおよび MRTに等
しい。従って， P, Cが最適生産点，最適消費点であり， このバレート最適点における厚
生水準は Uoである。
これに対して，自由貿易が開かれると， MRSd=MRTd=MRTJ(d: domestic, f: Jo-
reign)が実現し，最適点はそれぞれ P1,C1に移り厚生水準も U2に高まる。自由貿易は
パレート最適を実現し，自由貿易と無貿易の優劣は明白である。ただし， Fig1で Uo→
U1は交換の利益， U1→U2は特化の利益である。
2)貿易の利益
2つの命題が問題にされる。 1つは FreeTrade is superior to No Tradeという自由
貿易の厚生命題で，サムエルソン4)によって論証された。いま 1つは RestrictedTrade 
is superior to No Trade で，ケムフ•5) によって明らかにされたものである。ところで，
保護貿易との関連で興味ある後者について，バグワッティは最近の論文〔2〕で次の2点
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を明らかにしている。
第1に RestrictedTradeが NoTradeよりもベターなのは貿易制限が関税， 割当
て，為替制限による場合であり，生産や消費に対する課税や補助金の場合は必ずしも成立
しないこと。第2に，貿易制限を関税でおこなった場合，高関税が低関税よりも劣ってい
るとは必ずしもいえないということである。第1の例として，関税と補助金の場合につい
て図示する。まず Fig2は関税が外国価格と国内生産者および消費者の価格に差異をも
たらし，厚生を U1に低下さすが，なお無貿易の場合(Uo)よりもベターであることを示
している。これに対して， Fig3は貿易制限を X財生産に対する補助金でおこなった場
合に命題が成立しないことを示す。ただし Fp,Dpは外国価格，国内価格であり， X財
の生産が Psよりも拡大するほど補助金が与えられるものとする。貿易はその斜辺が Pp
Cpの貿易三角形から PTCTのそれに縮少し，効用水準 UTも Usを下回る。また Fig
4は Y財生産に対する補助金で貿易制限をおこない，貿易が自由貿易の水準を下回る
(PTらくPFCF)とき，厚生水準が低下するケースである。
次に高関税と低関税の優劣については Fig5のように，高関税の方がベターなケース
がある。
ただし，この場合 Y財が消費において劣等財であることが必要である （十分ではない
が）。
?
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Fig5で低関税の生産点： PL, 消費点： CL, 厚生水準； UL, 他方， 高関税のそれは
PH, CH, UH, 従って UH>山である。
3)国内市場における歪み
国内的な歪みとして，生産における外部経済ないし独占（財市場における歪み）， 賃金
格差（要素市場における歪み）および要素の非移動性と価格の硬直性の3つをとりあげ
る。いづれも前述の仮定の中(c)がみたされず；そのために保護を主張するケースである。
この点についての従来の諸研究6)の一致した結論は，生産，消費および要素使用における
私的費用と社会的費用に乗離が生ずる場合には＇，生産，消費および要素使用に対する課税
補助金政策が，また，要素の非移動性と価格の硬直性の場合には，その歪みの原因を制度
的になくすことが最適政策であるということである。
もちろん，かかる歪みが存在する場合,・ セカンド・ベストの理論から自由貿易が最適政
策ではないが，同時に MRSd~MRTf をもたらすような関税も最適政策ではない。
（イ） 外部経済ないし独占（財市場における歪み）
このような場合，私的（限界）費用と社会的（限界）費用は異り，自由貿易をおこなうと
MRTf= MRSd~MRTd となる。また，このような歪みを是正するために関税を課す
と.MRSd~MRTf= MRTdとなる。だが，この中のいずれがベターかはア・プリオ
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リには何もいえない。しかし独占の場合，独占産業に課税し，非独占産業に補助金を与え
て私的費用と社会的費用を一致させ，また外部経済の場合，外部経済を生む産業に補助金
を与え，それを享受する産業に課税すれば， MRTf= MRSd = MRT dがえられる。従
って，課税補助金政策が関税よりも，また自由貿易よりも好ましい。関税は消費側のコス
トを伴う点で課税補助金に劣る。
ところで， X部門に独占ないし外部経済が存在する場合，たとえ，正しい方向への特化
がおこなわれても，自由貿易が保護（無貿易）に劣るケースと優るケースがある。それら
はFig6, Fig 7に示されているが， Fig8は課税補助金政策によって独占ないし外部経
済効果を補正して自由貿易に入った場合である。ただし， Fig6,Fig7で PFは国際価
?
i' 
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? ? ?
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Fig 6 Fig 7 
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格， RSは国内価格， Sは自給点， P,Fは自由貿易の下での生産点と消費点， Fig8の
P1, F1は課税補助金政策によって歪みを是正して自由貿易をおこなった場合の生産点と
消費点である。
（口） 賃金格差（要素市場における歪み）
要素市場における歪みは2重の歪みを生む。第1に，要素の配分が非効率になり，生産
可能曲線は歪みのない場合のそれよりも一財に特化する点を除いて劣る7)。第2に，私的
費用と社会的費用が異り，価格線は生産可能曲線に接しない。従って，生産点は劣った生
産可能曲線上の次善の点におちつく。このような場合における最適政策は，この歪みに応
じた要素に対する課税補助金政策であり，決して財の生産や貿易に対するそれではない。
後者の場合，それは劣った生産可能曲線上での厚生の極大化にすぎず，要素配分の非効
率性は是正されないからである。ただこのような場合においても(1)と同様に，保護がベタ
ーなケース (Fig9)と自由貿易がベターなケース (Fig10)がある。しかし，ともに次
善に止まることに変りはない。要素市場の歪‘みそれ自身を是正して，ファースト・ベスト
にもってゆき，その上で自由貿易をおこなうことが望ましい ・(Fig11)ことはいうまでも
ない。
Fig 9, 10, 11で効率的な生産可能曲線が別に点線AQBで示されている点を除け
ば，それらは Fig6, 7, 8 と基本的に同じである。ところで Fig6とFig9の場合，
自由貿易から保護に進むことによって厚生が増加するのは，要素の再配分による生産側の
利益が消費の再配分による損失を上回るからで， Fig7とFig10は前者が後者を下回る
,y ?
?
B 
? ? 2ー ? ?
Fig 9 Fig10 
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からである。もし両者が等しければ Fig12のように自由貿易と保護は無差別である8)。
Vヽ） 要素の非移動性と価格の硬直性
mobilityとrigidityの組合せで4つのケースに分ける。
case l. per feet immobility, perfect flexibility 
生産可能曲線APBは Fig13のように aPbに縮小する。 自由貿易を開始すると， 消
費点は Cとなる。 Cは C1には劣るが交換の利益によって貿易前よりも厚生水準は高ま
る。従って，要素価格が伸縮的である限り，要素の移動性がなくても自由貿易は無貿易に
優る。
case 2. Perfect immobility, Perfect rigidity 
この場合， 2つのサプケースに分
けられる。 Y 
ヽ
（イ） X財で測？て要素価格が
A 
rigidな場合ーX部門の要素の限界
生産性は X財で測って不変であ
り，要素価格も一定なので X財の a 
コストも一定である。従って， 自由
貿易は生産点を P,消費点を Cに
し， caselと同じ結果になる。
（口） Y財で測って rigidな場合
-X部門の要素の限界生産性は y 0 
財で測れば（自由貿易の結果 Y財
b B 
?
Fig13 
59 
492 閥西大學『紐清論集」第19巻第4号
価格は上昇するので）低下する。要素価格一定に対して，その限界生産性は低下している
ので X財のコストは上昇し， X財生産は A から Psに移り，停止する。これに伴い消
資点は C2,Csとなり厚生は低下する。逆に関税によって生産点と消費点を Pに移せば
厚生は高まる。
case 3, perfect mobility, perfect rigidity 
両要素価格が X財あるいは Y財で測って硬直的で両要素が完全に移動的な場合，自由
貿易を開始すると， X財生産は結局停止される。要素は X部門から Y部門に移動する
ので， Y財生産は増加するが要素価格は硬直的だから X部門に集約的に雇用されている
要素のいくらかは失業するので Y財生産は Fig13の A点以下になる。
case 4, ・imperfect mobility, one factor price is rigid in terms of Y 
このように要素の移動性が制約された短期の生産可能曲線は Fig14の aPbで示すこ
とができる。 1要素は Y財で測うて硬直的だが，、他は伸縮的なので X財は完全に停止す
ることなく，生産点は P2から Paに，消費点は C2,Caに移る。 P点以外で要素が不
完全雇用の状態にあることは明らかである。
以上4つのケースからいえることは，要素の非移動性と価格の硬直性そのものを是正し
た上で自由貿易に入るべきであるということである。
?
Ar、
‘、 P
ヽ I 
a 
?
b B 
X 
Fig14 
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4)外国市場における歪み
外国市場に歪みがあり，国際価格が可変的な場合，前述の仮定(c)が成立せず， MRTd 
=MRSd~MRTf となる。従って，最適政策は MRTd= MRSd = MRTfとなるよ
うな最適関税を課すことであり，生産や消費に対する課税補助金政策ではない。後者の場
合， MRTd=MRSdがくずれ，それらは全て次善となる。結局，外国市場に歪みがある
場合が関税（最適）を正当化できる唯一のケースである9)。
以上から歪みが国内市場にある場合は国内生産，消費および要素使用に対する課税補助
金政策が，また歪みが外国市場にある場合は関税が最適政策であることがわかる。
〔3〕 非経済的な目的達成のための保護
現実に一国が保護貿易を選好する場合，経済的厚生を高める目的でこれをおこなうケー
スは非常にまれで，むしろ生産水準の拡大，生産要素の利用，その他の非経済的な目的を
実現するための保護が一般的である。その場合，第1に内外市場に歪みがなく，従ってパ
レート最適が達成される状態にあるが， しかしある非経済的な目的実現のために厚生の柩
大化が達成されない場合における最も好ましい保護のあり方，従って，無差別関税と他の
代替的な手段との優劣が問題となる。
第2に，われわれはバイナー・ミード流10)の関税同盟の厚生分析を持っているのであ
るが，しかし厚生分析では何故に関税同盟が選好されるか説明できない11)。やはり非経
済的な目的を尊入し，これを差別的関税引下げによって達成するという形で現実的な接近
をはかる必要がある。前者を〔4〕，後者を〔9〕に従ってとりあげる。
1)非経済的な諸目的実現のための保護12)ー 無差別関税一
以下とりあげる 4つのケースはいづれも条件付極大を求める問題であるから，ラグラン
ジ乗数を用いて定式化されるのであるが， これまでのように図示する。ただし， 2要素
(K, L), 2財 (X-Importablesで L集約的， Y-Exportablesで K集約的），規模に
関して収穫一定，限界生産力逓減， well-behavedな社会的厚生関数を仮定し，内外市場
で歪みがないものとする。
イ） Im portablesの国内生産の維持ーProductionLevel— 
Im portablesの国内生産を一定水準に確保するという条件の下での最適政策は， 関税
でも，要素使用に対する補助金でもなく， Im Portablesの生産に対する課税補助金政策
(Tax--:cum-Subsidy Policy), すなわち，最適補助金政策(OptimumSubsidy Policy)であ
ることが Fig15で示される。ただし， ABは効率的な生産可能曲線， P*Cps= PfsCfs 
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Fig15 
は一定の国際価格（交易条件）である。まず課税補助金政策によって X財の国内生産
を必要とされる P*に維持し，消費は Cps,従って /2の厚生水準に達することができ
る。
次に関税によっても P*は実現されるが，消費者はより高い価格に直面し， Ctで消費
するので厚生はK に低下する。更に X財生産に投入忘れる要素の1つに補助金を与え
ることによって P*のX財の生産が可能だが．それは要素市場に歪みを作るので，生産
可能曲線は内側にへこみ，生産点は Pfsに移る。消費点は Cfs,従って，厚生水準は I。
となる。以土から X財生産に対する課税補助金政策が最も好ましいことがわかる。
ロ）輸入の削減ーReductionof Trade— 
この場合，最適政策は関税であり， X財の生産拡大や消費抑制のための課税補助金政策
でも，要素使用に対するそれでもない。というのは Fig16で，効用水準 U一定の下で
関税が輸入を最小にするからである。
すなわち関税は生産点 Pt,消費点 Ct,従って輸入をabにする。他方消費に対する課
税補助金政策は生産点Pcs,消費点 Ccs,生産に対するそれは生産点 Pps,消費点 Cps,
更に要素使用に対するそれ（ただし，両要素に対する同率の課税や補助金を除く）は，生
産点 Pfs,消費点 Cfsにする。．従って，この目的にとっては関税が最も優れている。
このことは関税が生産の拡大と消費の削減を同時におこなうのに対して，課税補助金政
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Fig16 
策は生産の拡大と消費の削減を個々におこなうからである。なお図から，要素に対する課
税補助金政策は生産に対するそれよりも劣ることがわかるが，消費に対する課税補助金政
策と生産に対するそれとの比較は一義的でない。
ハ）要素の雇用ーFactorEmployment— 
この目的実現には3つの方法がある。すなわち， a)国内生産に対する課税補助金政策，
b)関税， c)要素使用に対する補助金政策である。国内生産水準，従って，ある要素の一
定水準の雇用を実現する場合に，消費のコストを伴う点で b)が a)に劣ることは前述し
た。 a)と c)の比較には box-diagramを使うのがよい。いま X部門で Lx*の雇用
が必要とされるとき， Fig17で契約曲線は O'S0ではなく O'SQとなるが， SQ上で
は両財の生産における要素の限界代替率が異るので c)によって X財の Lに補助金を与
えて SQを契約曲線にする。
かかる契約曲線 O'SQに対応する生産可能曲線が Fig18の CSBになることはいう
までもない。 ここで自由貿易をおこなうと生産点 Ps, 消費点 Cs, 厚生水準 U1とな
る。これに対して a)によって生産点を Fig18の S点にシフトして， Lx*の雇用を確
保することができる。しかし S点が示す以上の Y財の生産は Lがのために不可能であ
る。ここで自由貿易をおこなうと生産点 Pt,消費点 Ct,, 厚生水準 Uoとなる。以上か
ら要素使用に対する補助金政策がかかる目的の下では最適であることがわかる。
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二）利用可能性の抑制ーDomesticAvailability— 
Fig19で X財（奢｛多品）のアベイラビリティを OR*に抑制しなければならないとす
る。まず，消費に対する課税補助金政策によって，生産点を Pfに維持しながら消費点を
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Cctに移すことができ， U1の厚生をうる。また，関税は生産点を Pt,消費点を Ct,厚
生を Uoにする。他の方法によっても OR*に押えることができるが，その場合，厚生は
更に低下する。従って，消費に対する課税補助金政策が最も好ましい。
?
? ?
?
B 
Fig19 
R* 
?
以上とりあげた4つのケースについて，それぞれの目的と望ましい手段の間に，常識的
だが極めてはっきりした対応があることが知られる。つまり，輸入可能財の生産維持と生
産補助金，輸入の削減と関税，要素の雇用と要素に対する補助金，アベイラビリティの削
減と消費に対する課税補助金というように，目的と手段ぱ明確に対応している。
2)工業牛痒澤好のための差別的関税
次に差別的関税によって非経済的な目的を達成するケースをとりあげる。周知のよう
に，ジョンソン〔9〕は工業生産選好という非経済的な目的を導入して，関税同盟を説明
する18)。すなわち， 貿易創出効果と貿易転換効果を比較して個人的消費の低コストによ
る満足を問題とする従来の厚生分析では関税同盟は説明できないとして集団的消費（工業
生産）という非経済的な目的の低コストによる満足を考える。その際，工業生産の存在そ
れ自体が一国によって選好されると仮定し，それを低コストで満足しようとするところに
関税同盟，従って，差別的関税引下げの可能性を認めるのである。
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最初に，輸入可能財（工業品）の国際価格を一定に仮定して，マーシャル的な部分均衡
分析によって関税のコストを図示する。
Fig20で lSfは世界の供給曲線， DDは効用一定の需要曲線， ShShは国内供給曲
線，砂は工業生産に対する限界選好度線である。いうまでもなく自由貿易の場合，需要
量ox,国内生産 OM,輸入量 MXである。 ここで t彩の関税を課すと関税のコスト
はd_PRQ+dCBAであるが， dCBAを dPSRに等しくなるように Sh+uをひく。従
って， PSh+uぱ私的限界コスト線である。 S点で私的限界コズトと限界選好度が一致
し，工業生産を OM→0研に拡大するためのコストは dPSQである。
次に，一国が世界市場で関税（無差別）を課して，工業生産の拡大をはかる場合のコス
トと差別的関税引下げのできる関税同盟を結成して，かかる選好をみたす場合のコストの
大小が問題になる。 Fig21は Fig20に M を原点とする相手国の供給曲線spspを加
えたものである。ただし， 0は一定とする。相手国(B)が存在しなければ，自国(A)がOM
メ泣に工業生産を増加するための無差別関税率は t彩であり， Aの自国生産量は
0研，輸入量は M1X2である。同盟結成前に Bが生産量の全て (MXo)を A に輸出
してい}ことすると， A は第3国から残り XoX2を輸入していたことになる。 ここで A
が Bと特恵協定を結ぶものとする。その結果生ずる特恵コストと特恵的関税引下げによ
?
? ? ?
1十が
l+t 
ー
?
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M 
??
?
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る工業生産拡大の利益を示す。
イ）特恵コスト
特恵協定の結果 Aの蒙る特恵コストを考える。まず,Aiの B に与える特恵を P1と
する (Aは世界価格より P1彩高い価格で Bから輸入する）。その結果 B:は MiX1を
Aに輸出できるが，この中 X。ふは第3国から Bに転換された部分である。この場合，
A の特恵コストは QH1fi応であるが，• この中 QH1liLは Bの生産者余剰，従って
Bへの所得トランスファーであり，残りの JiK1Lが Aの蒙るコストの増加である。次
に特恵が加になると， Bから Aへの輸出は M1X2になるので A の輸入は全て Bの
輸出でまかなわれる。この時の特恵コストは QH2BK2であるが，所得トランスファー
Q出BLを差引くとコストの増分はBK2Lである。特恵が加の時の A の国内価格は
勿論Htで需給最は・OX2で一致する。しかし特恵が加以上になり，従って Bの供
給がふえ，しかも Aの需給が均衡するためには， Aの国内価格が下落しなければならな
い。つまり Bが Aに輸出をふやすためには， A の国内価格が l+tから l+csに下
落することによって，需要の拡大 (DD線にそった）と国内生産の縮小 (ShShにそっ
た）が起こらなければならない。仮に，国内価格が1まで低下すれば国内生産は OM'→
OMに低下するので国内生産の減少部分が DDにつけ加えられて CD'となる。いうま，
でもなく， 国内価格が l+t→l+csに下落する場合， Aの輸入はふふだけ増加する。
他方， A の国内価格が l+t→l+csに低下しているので加の特恵が Bに与えられて
もBの供給価格は Htと l+csの差だけ l+Psより小さい 1十紐であり，供給量
は X凶だけ増加する。従って特恵が P~. A の国内価格が l+ca, Bの供給価格が
1十紐の時， A の需要増と Bの供給増が一致する。補助線BFはBが生産量を拡大す
るために必要とする特恵の軌跡であり， 1+tと-CA'との距離を spspに加えることに
よって得られるのであるが，このことは A の国内価格の下落部分だけその供給価格を上
回るように Bに特恵を与えなければならな＇いことを意味する。」ところで，特恵が加の
時の特恵コストは QHa]aKs+STaVaであるが，'QHa]aKsの中 QHalaLはBへの所
得トランスファーであり，従って ]aKaL がコス、卜の増分である。また snvs は A の•
工業生産選好の損失である。
ロ）工業生産拡大の利益
次に Bにも A と全く同じような工業生産に対する選好 (vで一定）があり，工業生
産の拡大が輸出の増加で示されると仮定して，特恵供与による工業生産拡大の利益を図示
する。 Aの Bへの特恵が Piの時， B は QH1]1L の生産者余剰〶惰トトランスファ
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→ を受けるとともに LX'oX:仕Kiの工業生産選好を享受する。特恵が加の時, QHs 
lsLの所得トランスファーと LX'oX:な氏の工業生産選好を実現する。 A,Bを同時に
考えると，所得トランスファーは帳消しになるので，工業生産拡大による Aないし Bの
うる純利益の増分は，特恵が加の時 LX10X'1li(=工業生産選好LX'oX仕Ki一．コス
トの増分 JK1L),加の時 LX'oX'sla(=LX'oX'sKa-laKsL)-STa Vaとなる。そ
して特恵が加から t.(100%特恵）に進む楊合；更に附加的に JsX'sX'4]4-TaVaV4
T4>0の工業生産選好を享受する。このような場合 A,B両国が100%特恵， つまり
自由貿易にまで進むことはいうまでもない。
以上から，無差別関税と差別関税の工業生産拡大についての優劣がはっきりいえる。す
なわち
無差別関税の場合
｛コスト=LIPSQ 
工業生産選好=PTSQ
差別関税（たとえばれの特恵）の場合rスト=LIPSQ+L応
工業牛産遷好=PTSQ+LX'oX: なJi
明らかに後者の方が優利であり，後者が選好されるだろう (Pi以外の特恵についても
同じことがいえる）。 このように関税同盟の理論は， 工業生産選好という非経済的な目的
を導入することによって厚生分析とは異った接近が可能になる。
‘ 
〔4〕 成長のための保護・
成長のための保護の基本的な性格は保護によって，ある部門または経済全体の投資（貯
蓄）水準をオーバータイムに最適化しようとする点にある。 もし市場に幼稚産業の歪み
が存在し，投資配分の機能に障害があればかかる産業部門の投資水準は社会的に低く，保
護（補助金政策）によって，かかる歪みを是正する必要がある。また，低開発国の場合に
みられるように財の生産に国内資本財（国内要素）と外国資本財（投入輸入）がともに必
要な場合，両資本財の最適組合せを実現するために関税を用いるというケースが考えられ
る。
1)幼稚産業の保護14)
今日，幼稚産業として保護が認められるのは， ミル・バステープルのテストにパスし，
しかもその産業の拡張が他の産業に外部経済を創造して私的コストと社会的コストをかい
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離さす場合だけである。もし習得過程が産業（企業）に外部的で，そのコストが市場で評
価されないと投資の私的収益性は社会的収益性より低く，投資と成長は社会的に望ましい
水準を下回る。従って，その産業（企業）の習得過程（資本蓄積）を一時的に補助してそ
のような歪みを是正し，オーバータイムにわたる厚生を極大化する必要が生ずる。ところ
で，このような投資の私的収益性と社会的収益性をかい離さす1つの要因に，生産性が産
出量の増加関数であり15), 従って，ある産業（企業）の投資が将来の投資家には利益を
与えるが，その投資家は利益を回収できない場合がある。以下この点をシェシィンスキー
〔11〕に従ってとりあげる。
次のような新古典派ー財モデルを考える。
Y(t) = C(t)十Z(t)= F 〔K(t),A(t) L(t)〕 ... …• …........... (1) 
ただし， Y(t):産出量， C(t):消費 z(t): 粗投資， K(t):資本ストック， L(t): 労
働量， A(t): 労働の能率， A(t)= 〔G(t)〕"', o<a<1, G(t) =~ Z(v)dv, 資本の
-oo 
償却はなく， Z(t)=叙t),従って K(t)= G(t)となる。 t:時間，また F〔〕は規模
に関して収穫一定，限界代替率逓減に従う新古典派生産関数である。
労働の成長率を n(given)とすると
L(t) = Loent・........................................... ・... .......... ... (2) 
(1)を一人当りのタームにすると
y(t) = c(t)十z(t)=f 〔k(t)〕••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• , •• (3) 
ただし， y(t)= Y(t)/ A(t) L(t), c(t) = C(t)/ A(t) L(t), k(t) =K(t)/ A(t) L(t), 
z(t) = Z(t)/A(t) L(t), f(k)は新古典派の諸条件16)をみたすものとする。
ところで F〔 〕はラーニング効果を示す A(t)があるので K と Lについて一次同
次ではない。たとえば K が入倍されれば L はが—“倍されればよい。 F 〔入K,(.1.K)"' 
(,1.1-"'L)) = F (.1.K, ,1.(K"'L)〕＝入F〔K,K: 叱〕 =.1.F(K, AL〕となるからである。
いま， W を Aで測った労働の限界生産物， Pを資本の社会的報酬率とすると
1 ,aF w = w(k) =--= Fz =f(k)-kf'(k) .................. (4) 
A aL 
P~P(k)=翡 =F1冠F2柴 =f'(k)+a〔f(k)-kf'(k)〕i
=f'(k)+a 〔庫-f'(k)〕•••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• 
k 
(5) 
(4)(5)で F1,F2は Fの K,_Lについての偏微係数である。 FはK,Lについては一
次同次ではないので両要素がその限界生産物をうることはできない。もし労働市場が競争
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的であり，賃金率が W に等しいとすると， その産業（企業）の私的投資家は
r = r(k) =f'(k) = P-a舟=P-<t,〔停—f'(k)〕………………… (6)
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を受取る。資本の私的報醐率は Pよりもa〔f(k) 丁プ(k)〕だけ小さいので，資本一単
位当りそれだけの補助を与えて私的報酬率を社会的報酬率に一致させなければかかる産業
（企業）は発展しないか，設立されない。このように投資の報醐率にギャップが生ずるの
は明らかに生産性が投資のラーニング効果の増加関数であることによる。 このような場
合，競争市場においては，投資は社会的に最適な水準までおこなわれず，従ってその習得
過程（資本蓄積）に補助金を与える必要がある。なおこの場合，関税よりも補助金の方が
好まレいことはいうまでもない。
2)資本蓄積のための最適関税17)
いわゆる最適関税論は MRSd= MRTd * MRT fの場合に，関税によって MRSd=
MRTd=MRTJを実現しようとする静学的な議論であるが， これに対してある目標時
点における資本ストックの最適組合せを実現するために関税を用い」る場合がある。一般に
成長経済では自由貿易が自然に望ましい財の組合せをもたらすという保証はないからであ
る。いま， Fig22で Q'点が目標時点における望ましい 2資本財の組合せを示す点（従
って Q'点での接線が 2資本財の価格比率）であるとする。 Q'点に到達するためには，
まずQ点に達しなければならないが，そのためには外国資本財の輸入に関税を課して外
国オファー曲線上を R点から S点に到達しなければならない。このような非経済的な，
しかも動学的な目的実現のために関税を用いるケースをここでとりあげる。
Fig22で， TTは自国資本財と外国資本財によって産出可能な自国資本財と消費財の
、生産フロンティアである。 AAは外国オファー曲線， OAは自国消費量である。従って，
TTの Xより右の部分と AAはこの国で利用可能な2資本財の組合せを示す変形曲線
YYを生む。両資本財とも消耗せず，しかも2部門を移動できるとすると，次期には外国
資本財の増分だけ資本の存在量がふえるので， TTは T'T'にシフトする。 T'T'はその
期の消費水準が与えられると，外国オファー曲線を通じて y;'Y'を導く。このようなプロ
セスは目標時点まで続く。従って Q'という 2資本財の組合せが選ばれるならばそれを可
能にするそれ以前のプロセスにおける生産，貿易および資本ストックの最適水準が決定さ
れる。だが Q'が自由貿易によって自動的に達成されるわけではない。いま，自由貿易に
おける交易条件をベクトル ARとする (Rは自国オファー曲線との交点である）と， こ
の交易条件で消費財を外国資本財と交換すると Yy_のフロンティアをうる。Yy上の点 P
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自国資本財
45' 
T 
T 
消費財（輸出fJ能財）
?
外国資本財
Fig 2 
は Rに対応する自由貿易均衡点であるが， 同時に Rが AA上にあるのでそれは YY
上の点でもある。 ARと AAの関係から Yyは最初 YYの内側に， Pを過ぎると外側
にでる。問題は Y'Y'上の Q'点を目標点とした場合に Pが YY上の最適点であり，
今期に Pにあれば次期に Q'に到達できるかどうかである。しかし YY上の Pでの接
線の傾きは Y1Y1上の Q'でのそれと異っており， 次期に Q'に達するためには今期に
Qに到達しなければならない。そのためには外国資本財に関税を課して，外国オファー曲
線上を Rから Sに移らなければならない。貿易量が減少し，交易条件が有利化すること
はいうまでもない。このような R から Sへのシフトをもたらす関税を資本蓄積の点から
みた最適関税ということができる。
以上から，このような非経済的な目的の実現のためには自由貿易は必ずしも最適政策で
はないこと，と同時に仮に国内資本財（国内要素）と外国資本財（投入輸入）の間の代替
性に限界がある場合18), 貿易はそれだけ重要な役割を果すことが知られる。
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〔5〕結び
以上，いくつかの保護の議論を，静学的な側面における経済的および非経済的な目的実
現のための保護と動学的な側面における両目的実現のための保護に分け，保護の最適フォ
ームを整理してきた。この中，静学的で経済的な目的のための保護の議論は，理論的にも
非常に高められ，すでに国際経済学のテキストの中にとり入れられている。・だが，現実の
保護がかかる基準に基づいてなされることは殆んどない。また，幼稚産業の保護といって
も保護対象産業の選定は容易でない。むしろ一般的には，非経済的な諸目的達成のための
保護であり，また低開発国の場合にみられるような資本蓄積と成長のための保護である。 ＇ 
今後保護の議論はより現実的な政策基準を導入して拡充しなければならないのであるが，
その1つとして非経済的な諸目的実現のための差別関税の適用があり，その精緻化を進め
る必要がある。
1)ジョンソン〔10)は保護の議論を EconomicArgument, Non-Economic Argu-
mentおよび NonArgumentに分ける。そして EconomicArgumentの中に
Infant Industry Argument, Terins of Trade Argument (Foreign Distortion 
Argument)および DomesticDistortion .Argumentを含める。しかし Infant
Industry Argumentは異時的資源配分に関する議論であり， Growth Argument 
に入れた方がよい。
2)この仮定の中のいくつかがみたされない場合における最適政策がわれわれの求める
ものである。
3) C. E. ファーグスン著，木村憲二訳「微視的経済理論（下）』 423~424ペー ジ， パ
レート最適については，黒岩洋昌「パレート最適(1)(2)」黒岩『厚生経済理論』第3,
4章 1967およびハインツ・ケラー著，保坂・矢野訳『厚生と計画」第2章に優れた
整理がなされている。
4) Samuelson(P. A. "The Gains. from Internatipnal Trade", The Canadian 
Jour~al-of Economics and .Political Science, (May) 1939. 
5) Kemp, M. C. "The Gains from International Trade", Economic Journal, 
(Dec.) 1962. ・ ・ 
6)バグワッティ ・ラマスワミ〔3〕，ジョンソン 〔7〕，〔10〕，柴田〔15〕，山本〔19〕。
7)要素市場において歪みが存在する場合に，生産可能曲線がどの程度内側に縮むかに
ついてはジョンソン〔8]の詳細な研究がある。
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8)バーダン〔5〕
9)ジョンソン〔9〕
10) Viner, J. T. 加 CustomsUnion Issue, 1950, Meade. J. E, T. 加 Theoryof 
Customs Union i956. 
11)小島〔14〕
12)山本繁綽氏は山本〔21〕で，バグワッティ・スリニバサン〔4〕とは独立に非経済
的な諸目的実現のための政策の効果とコストを部分均衡分析によって分析されてい
る。
13)ジョンソン理論の紹介としては小島〔14〕，柴田〔15〕がある。
14)幼稚産業保護論については村上〔18〕，山本〔20〕，渡辺〔22〕を参照ー 。なお，ここ
ではいわゆる“古典的”な幼稚産業保護論を考えている。
15)この点は技術進歩を粗資本量によって内生的に説明したアローが指摘している。
Arrow, K. J. •The Economic Implication of Learning by Doing", R. E. Stud., 
vol. 29. 1962. 
16)すなわち， f(k)が連続2回徹分可能， f(k)> 0,f'(k) > 0,/8(k) < O, for 
o<k<=, /(0) = O、/(co)':tco, /'(O) = co, /'(co) = 0である。
17)この節は基本的にフィンドレー〔6〕に基づく。
18)リンダーはこのような仮定の下に，特に発展途上国の貿易理論と貿易政策について
ユニークな議論を展開している。 LinderS. B. Trade and Trade Policy for De-
畑Jopment, 藤井，片野，村上， 池本訳『発展途上国の貿易と貿易政策」第2章，
1967. 
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